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<報告事項> １．新生児聴覚検査にかかる県の取り組み

【県の取り組み】

（１）関係機関への協力依頼

（２）新生児聴覚検査案内のリーフレットを市町村に配布

（３）産科医療機関へのリーフレットの配布・リファー児の市町村との情報共有を依頼

（４）新生児聴覚スクリーニング検査の手引き（改訂版）の配布

（５）新生児聴覚検査機器購入費の補助

（６）県内分娩取扱施設の新生児聴覚検査機器の整備状況に関する調査の実施

（７）小児保健研修の開催

資料２
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難聴児の早期発見・早期療育推進のための協力を依頼 【再掲】

対象 対応状況

神奈川小児科医会
令和５年６月29日付で生後2か月頃の予防接種の際における母子健康手帳の確認による新生児聴覚検
査の受検状況や結果の確認、受診勧奨の協力に関する周知を依頼

市町村

令和５年６月29日付で３～4か月児健康診査等の機会を通じて、検査の受検確認の徹底と未受検児や
療育へつながっていない児に対して、個別に継続した受診勧奨、指導援助を行い、難聴児が埋もれて
しまわない取組みについて依頼

確認検査でリファーになった児の保護者への支援を依頼

医療機関 先天性サイトメガロウイルス感染症の検査の実施状況調査を実施

市町村

確認検査でリファーとなった児の保護者に対して、必要時、先天性サイトメガロウイルス感染症の検
査を案内してもらうよう、県内の先天性サイトメガロウイルス感染症の検査実施医療機関の一覧と併
せて送付依頼

神奈川県医師会
神奈川県産科婦人科医会

神奈川県助産師会

先天性サイトメガロウイルス感染症検査の実施状況調査の調査結果について、医療機関への周知を依
頼

【県の取り組み】

令和５年10月３日付国通知において、小児難聴の主要な原因の一つである先天性サイトメガロウイルス感染症について、
新生児聴覚検査の確認検査でリファーになった場合に、生後21日以内に先天性サイトメガロウイルス感染症の検査（尿検
査）を行うことを強く推奨することが示された

（１）関係機関への協力依頼
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〇リーフレット「赤ちゃんのお耳の聞こえを確かめましょう！！」

・市町村が母子健康手帳交付時等に保護者に対しリーフレットを配布し、

検査の必要性を説明し、受診勧奨を実施

【県の取り組み】

年度 総枚数 配布市町村数

令和2年度 40,970 33

令和3年度 40,995 29

令和4年度 39,845 29

令和5年度 39,475 31

令和６年度 38,730 31

令和７年度 市町村の希望数を配布予定

目的：検査の必要性等について、保護者に普及啓発を行う

＜市町村への配布実績及び予定＞

（２）新生児聴覚検査案内のリーフレットを市町村に配布
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【県の取り組み】

① 分娩取扱施設（医療機関、助産院）にリーフレットを送付

② リファー児を支援するために、改めて産科医療機関から

市町村に情報提供を行うことを引き続き県から依頼

→ 市町村連絡票（検査の手引き「参考様式５」）（右図）

目的：産科医療機関からの保護者への受診勧奨の推進、リファー児への支援の強化

年度 配布数 施設数

令和4年度 10,935 54

令和５年度 11,985 79

＜実績＞

（３）産科医療機関へリーフレットの配布・リファー児の市町村との情報共有を依頼
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【県の取り組み】

〇 配布時期：令和６年４月

〇 更新内容

①分娩取扱施設（医療機関、助産院）一覧の更新

②早期支援実施機関（医療機関・療育機関・教育機関）一覧の更新

③先天性サイトメガロウイルス感染症に関する内容を掲載

⇒ 県ホームページに、改訂版の手引き等を掲載

（４）新生児聴覚スクリーニング検査の手引き(改訂版）の配布
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⑴ 補助対象施設 診療所及び助産所
⑵ 基準額及び対象経費
① 基準額 １医療機関当たり240万円
② 補助率 10/10 （補助額を超えた経費は各医療機関等において負担するものとする。）
③ 対象経費 新規のABR・自動ABRの機器購入費・OAE機器からABR・自動ABRの機器買替購入費

⑶ 実績及び予定

※ 令和５年度は交付決定は５件であったが、その後うち１件が廃業に伴い事業中止となった。

年度 補助件数 申請件数

令和2年度 ６ 11

令和3年度 ５ 9

令和4年度 5 10

令和５年度 ４ ７

令和６年度 ５ 受付開始前

（５）新生児聴覚検査機器購入費の補助

【県の取り組み】

目的：ABR、自動ABRを所有しない産科医療機関の機器購入費を補助し、検査体制を整備する
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（６）県内分娩取扱施設の新生児聴覚検査機器の整備状況に関する調査の実施

〇調査実施時期：令和６年５月

〇調査対象:令和５年度時点で分娩を取扱っている施設（診療所・助産所）

⇒82施設のうち、54施設回答あり。
なお、自動ABR整備済み施設は49施設（90.7％）であった。

使用機器の種類 施設数

自動ABR整備済み ４９施設

実施していない ５施設

うち２施設は整備希望あり。
その他施設は、他院へ紹介や分娩を閉止

【県の取り組み】



7

（７）小児保健研修の開催

目的：新生児聴覚検査でリファー（要再検）となった児および
その保護者への支援に必要な知識を習得し、フォローや
早期発見・早期療育につなげることができる

〇開催日時
・令和6年10月29日(火) 15：00～16：30 （ZOOMライブ配信）
・令和6年11月11日(月)～12月25日（水）（アーカイブ配信）

〇対象
神奈川県内に勤務する母子保健従事者

【県の取り組み】


